
 

 

茨木市市税口座振替事務取扱要綱 

 

 

 （趣旨） 

第１ この要綱は、茨木市市税の納付手続を簡略化し、自主納付体制の確立と納期内

納付率の向上を期するとともに、市民の利便性を図るため、市税の口座振替制度の

実施について、必要な事項を定めるものとする。 

 （対象税目） 

第２ 口座振替により取り扱うことのできる税目は、次に掲げるものとする。ただし、

納期限を経過したものについては、取り扱わないものとする。 

 (1) 市民税・府民税（普通徴収分に係るものに限る。） 

 (2) 固定資産税・都市計画税 

 (3) 軽自動車税種別割 

 （取扱金融機関） 

第３ 口座振替による市税の収納事務を取り扱うことができる金融機関は、茨木市の

指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関のうち、収納課と市税口座

振替に関する契約を締結している金融機関（以下「取扱金融機関」という。）とす

る。 

 （対象者） 

第４ 口座振替により市税の納付をすることができる者は、市税の納税者のうち、取

扱金融機関に口座を有する者で、口座振替について当該取扱金融機関の承認を受け

た者とする。 

 （指定預金口座） 

第５ 市税の口座振替をすることができる口座は、次に掲げるもののうち、当該納税

者が指定し、かつ、加入している口座（以下「指定預金口座」という。）とする。 

 (1) 普通預金口座 

 (2) 当座預金口座 

 (3) 納税準備預金口座 

２ 前項の規定にかかわらず、納税者が加入していない口座を当該口座名義人の承諾

を得て指定するときは、指定預金口座と同様に取り扱うことができる。 

 （口座振替依頼書による申込手続） 

第６ 市税の口座振替を希望する納税者は、茨木市市税口座振替納付依頼書・自動払

込利用申込書（兼解約（廃止）届）（様式第１号Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ。以下それぞれ

「依頼書（Ａ）・（Ｂ）・（Ｃ）・（Ｄ）」という。）を口座のある取扱金融機関

又は収納課のいずれかへ提出しなければならない。 



 

 

２ 前項に規定する依頼書の提出は、当該納税者が開始を希望する振替時期の２か月

前までに行わなければならない。 

３ 取扱金融機関は、依頼書の提出を受けたときは、記載事項及び指定預金口座を確

認後、承認するものについては受付して、依頼書（Ａ）は取扱金融機関で保管し、

依頼書（Ｂ）には承認日及び取扱金融機関名の記入並びに承認印を押印の上、依頼

書（Ｂ）及び依頼書（Ｃ）を収納課へ送付し、依頼書（Ｄ）を当該納税者に交付す

る。 

４ 収納課は、取扱金融機関から依頼書（Ｂ）及び依頼書（Ｃ）の送付を受けたとき

は、記載事項を確認し、受付印を押印の上、依頼書（Ｂ）を保管する。 

５ 収納課は、依頼書の提出を受けたときは、記載事項を確認後、受付して依頼書

（Ａ）・（Ｂ）・（Ｃ）を取扱金融機関へ送付し、依頼書（Ｄ）を当該納税者に交

付する。 

６ 取扱金融機関は、収納課から依頼書（Ａ）・（Ｂ）・（Ｃ）の送付を受けたとき

は、指定預金口座を確認後、承認するものについては受付して、依頼書（Ａ）は取

扱金融機関で保管し、依頼書（Ｂ）には承認日及び取扱金融機関名の記入並びに承

認印を押印の上、依頼書（Ｂ）及び依頼書（Ｃ）を収納課へ送付する。 

７ 第４項の規定は、収納課が依頼書の提出を受け、取扱金融機関から依頼書（Ｂ）

及び依頼書（Ｃ）が送付されたときについて準用する。 

（ペイジー口座振替受付サービスによる申込手続） 

第６の２ 第６第１項の規定にかかわらず、市税の口座振替を希望する納税者は、第

２第１号から第３号までに規定する対象税目について、マルチペイメントネットワ

ークを利用した口座振替受付サービス（以下「ペイジー口座振替受付サービス」と

いう。）による口座振替の申込みをすることができる。 

２ 当該サービスを利用した口座振替の申込みができる取扱金融機関は、第３に規定

する金融機関のうち、市長が指定する金融機関（以下「ペイジー取扱金融機関」と

いう。）とする。 

３ 当該サービスによる口座振替の申込みを希望する納税者は、ペイジー口座振替利

用申込票（様式第２号）を収納課に提出しなければならない。 

４ 収納課は、前項の申込票が提出されたときは、記載内容に基づきペイジー口座振

替受付サービス受付端末機（以下「受付端末機」という。）に必要事項を入力し、

入力内容を納税者に確認させた後、キャッシュカード（磁気ストライプを有するも

のに限る。）を受付端末機のカードリーダーに読み取らせ、納税者に暗証番号を入

力させる。 

５ 収納課は、前項の規定により入力された情報をペイジー取扱金融機関に送信する

ものとする。 



 

 

６ ペイジー取扱金融機関は、受信した内容を確認の上、承認の可否を決定し、その

結果を市長に送信するものとする。 

７ 収納課は、前項の規定により送信された結果に基づき、口座振替が承認されたと

きは、第３項の申込票を保管するとともに、ペイジー口座振替利用申込票（控）

（様式第３号）を納税者へ交付し、口座振替が承認されなかったときは、納税者に

その旨を通知する。 

 （口座振替の開始） 

第７ 口座振替による市税の納付の取扱いは、取扱金融機関から承認印を押印された

依頼書（Ｂ）及び依頼書（Ｃ）が収納課に到着したもの又はペイジー口座振替受付

サービスによる申込手続が完了しているものについて、当該納税者が希望した振替

時期から開始するものとする。ただし、当該納税者が希望した振替時期から開始す

ることが事務手続上困難であると認められるときは、次に到来する振替時期から開

始するものとする。 

２ 収納課は、前項の規定により口座振替を開始するときは、納税者に市税口座振替

開始（変更）のお知らせ（様式第４号。第15第４項において「開始（変更）通知」

という。）を送付する。 

 （振替日） 

第８ 口座振替を行う日（以下「振替日」とする。）は、各対象税目の納期限の日と

する。 

２ 振替日は、当該振替日が取扱金融機関の休業日の場合は、翌営業日とする。ただ

し、振替日が当該年度の末日の場合は、前営業日とする。 

 （口座振替請求データの送付等） 

第９ 収納課は、口座振替に必要な情報の送受信を市が委託する事業者（以下「伝送

処理委託業者」という。）を介して取扱金融機関との協議によって定める日までに

電気通信回線を通して伝送する方式（以下「データ伝送方式」という。）により行

うものとする。 

２ 収納課は、口座振替請求データを作成し、伝送処理委託業者へ茨木市市税口座振

替請求データ送付連絡票（様式第５号）とともに、６営業日前までに送信するもの

とする。 

３ 伝送処理委託業者は、前項の規定により市が送信した口座振替請求データを受信

したときは、取扱金融機関別の口座振替請求データを作成し、取扱金融機関へ口座

振替連絡票とともに、４営業日前までに送信するものとする。 

４ 伝送処理委託業者及び取扱金融機関は、口座振替請求データの内容を変更しては

ならない。ただし、市から茨木市市税口座振替請求停止通知書（様式第６号。第11

において「停止通知書」という。）の送付があった場合は、この限りでない。 



 

 

５ システム障害等によりデータ伝送方式が行えない場合は、収納課、伝送処理委託

業者又は取扱金融機関で協議の上、電磁式記憶媒体など代替の方式にて行うものと

する。 

 （振替納付手続） 

第10 取扱金融機関は、口座振替請求データに基づき、振替日に指定預金口座から振

替処理を行い、茨木市の指定する口座に入金するものとする。 

２ 取扱金融機関は、振替処理の手続完了後、茨木市市税口座振替済報告書（様式第

７号）をとりまとめ店、茨木市指定金融機関を経由して、茨木市会計管理者に送付

するものとする。 

３ 取扱金融機関は、振替処理の手続完了後、茨木市市税口座振替済報告書兼手数料

請求書（様式第８号。第18において「報告書兼請求書」という。）を収納課に提出

するものとする。 

 （口座振替の一時停止） 

第11 収納課は、口座振替請求データを伝送処理委託業者を介して取扱金融機関に送

信した後、３営業日前までに納税者から口座振替による市税の納付が一時的に困難

である旨の申出があるときは、停止通知書を当該取扱金融機関に送付する。 

 （口座振替結果データの送付等） 

第12 取扱金融機関は、振替納付手続の完了後、口座振替結果データを作成し、振替

日の２営業日以内に伝送処理委託業者へ送信する。 

２ 伝送処理委託業者は、取扱金融機関から受信した口座振替結果データを統合し、

必要事項を記載した振替結果一覧表及び不能結果一覧表とともに、市へ振替日後３

営業日以内に送信するものとする。 

３ システム障害等によりデータ伝送方式が行えない場合は、第９第５項の規定を準

用する。 

 （振替不能の取扱い） 

第13 取扱金融機関は、振替日に指定預金口座の預金不足等により口座振替が不能と

なったときは、振替不能の理由を収納課へ通知する。 

２ 同一振替日に同一名義人の振替件数が２件以上ある場合には、口座振替可能な請

求分から振り替えるものとし、その振替について優先順位をつけない。 

３ 預金残高が振替を行う金額に満たないときは、一部のみの振替は行わない。 

４ 口座振替ができないときは、別の日における再振替は行わないものとする。 

５ 収納課は、口座振替が不能となった場合、その旨の通知に納付書を付して、速や

かに当該納税者に送付するものとする。 

 （口座振替済通知書の送付） 

第14 収納課は、市税を口座振替により収納したときは、茨木市市税口座振替済通知



 

 

書（様式第９号）を速やかに当該通知書を希望する納税者に送付するものとする。

ただし、道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第59条第１項に規定する検査対

象軽自動車又は二輪の小型自動車に対する軽自動車税種別割の納税証明を必要とす

る納税者には、茨木市市税口座振替済通知書・軽自動車税納税証明書（継続検査

用）（様式第10号）を速やかに送付するものとする。 

 （変更手続等） 

第15 口座振替を依頼した納税者は、口座振替の変更をするときは、第６第１項又は

第６の２第１項の規定に準じ、その手続を行わなければならない。 

２ 第６第２項から第７項まで及び第６の２第２項から第７項までの規定は、口座振

替の変更について準用する。 

３ 口座振替の変更は、依頼書（Ｂ）及び依頼書（Ｃ）が収納課に到着したもの又は

ペイジー口座振替受付サービスによる申込手続が完了しているものについて、当該

納税者が希望した時期から変更するものとする。ただし、当該納税者が希望した時

期から変更をすることが事務手続上困難であると認められるときは、次に到来する

時期から変更するものとする。 

４ 収納課は、口座振替の変更をするときは、当該納税者に開始（変更）通知を送付

するものとする。 

 （解約手続等） 

第15の２ 口座振替を依頼した納税者は、口座振替の解約をするときは、依頼書

（Ａ）・（Ｂ）・（Ｃ）・（Ｄ）を取扱金融機関又は収納課のいずれかへ提出しな

ければならない。 

２ 第６第２項から第７項までの規定は、口座振替の解約について準用する。 

３ 口座振替の解約は、依頼書（Ｂ）及び依頼書（Ｃ）が収納課に到着したものにつ

いて、当該納税者が希望した時期から解約するものとする。ただし、当該納税者が

希望した時期から解約することが事務手続上困難であると認められるときは、次に

到来する時期から解約するものとする。 

 （取消し） 

第16 収納課は、納税者が次の各号のいずれかに該当するときは、口座振替による市 

税の納付の取扱いを取り消すことができる。 

  (1) 納税者又は口座名義人が死亡したとき。 

  (2) 納税者が解約の届けを提出しないで口座を解約したとき。 

  (3) 前２号に掲げるもののほか、口座振替による市税の納付の取扱いを取り消すこ

とが必要と認めるとき。 

 （口座振替の継続） 

第17 口座振替による市税の納付の取扱いは、第15の２の規定による解約の手続がな



 

 

されたとき又は第16の規定により取り消されたときを除き、自動で継続するものと

する。 

 （取扱手数料の請求及び支払） 

第18 口座振替による市税の収納事務の取扱手数料は、取扱金融機関と協議の上、茨

木市において負担するものとし、取扱金融機関から送付される報告書兼請求書に基

づき支払うものとする。 

 （機密保護の義務） 

第19  収納課は、口座振替による市税の収納事務に係る情報を取扱金融機関に引き渡

す場合は、茨木市個人情報保護条例（平成18年茨木市条例第36号）の規定に基づき、

当該口座振替の事務を執行するために必要であり、かつ最小限のものに限定するも

のとする。 

２  取扱金融機関及び伝送処理委託業者は、口座振替の事務に関し、知り得た個人情

報の秘密保持、目的外利用及び外部提供の禁止、事故発生時における報告義務を厳

守するものとする。 

 （株式会社ゆうちょ銀行が取り扱う自動払込） 

第20 株式会社ゆうちょ銀行が取り扱う自動払込については、この要綱の規定中「取

扱金融機関」とあるのは「株式会社ゆうちょ銀行」と、「口座振替」とあるのは

「自動払込」と、「預金」とあるのは「貯金」と、「普通預金」及び「当座預金」

とあるのは「通常貯金」とする。 

 （その他） 

第21 この要綱に定めるもののほか、口座振替の実施について必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

 

  附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、平成30年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の実施の際、この要綱による改正前の茨木市市税口座振替事務取扱要綱

によって定められていた様式による用紙がある場合には、当分の間所要の調整をし

て、これを使用することを妨げない。 

  附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、平成31年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 



 

 

２ この要綱の実施の際、この要綱による改正前の茨木市市税口座振替事務取扱要

綱によって定められていた様式による用紙がある場合には、当分の間所要の調整

をして、これを使用することを妨げない。 

  附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、令和２年１月６日から実施する。  

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の茨木市市税口座振替事務取扱要綱第２の規定は、振替

日が実施期日以後となる茨木市市税について適用する。ただし、平成31年度第４

期分の固定資産税については、なお従前の例による。 

３ この要綱の実施の際、この要綱による改正前の茨木市市税口座振替事務取扱要

綱によって定められていた様式による用紙がある場合には、当分の間所要の調整

をして、これを使用することを妨げない。 

  附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、令和３年12月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の実施の際、この要綱による改正前の茨木市市税口座振替事務取扱要

綱によって定められていた様式による用紙がある場合には、当分の間所要の調整

をして、これを使用することを妨げない。 

  附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、令和４年１月４日から実施する。  

 （経過措置） 

２ この要綱の実施の際、この要綱による改正前の茨木市市税口座振替事務取扱要

綱によって定められていた様式による用紙がある場合には、当分の間所要の調整

をして、これを使用することを妨げない。 

 

 













様式第２号

（申込先）茨木市長

１　納税義務者

２　口座名義人 □ 上記の納税義務者と同じ

※ 上記の納税義務者と異なる場合は、下欄をご記入ください。

３　振替希望税目

□

□

※市・府民税（特別徴収分ならびに年金特徴分）、法人市民税、市たばこ税は、

口座振替できません。

（市使用欄）

市受付印

住所

市・府民税（普通徴収分）

□
共同
所有分

固定資産税
都市計画税

住所

年　　期分より

年　　期分より

税目

氏名

フリガナ

主体番号

氏名

軽自動車税種別割

年　　期分より

ペイジー口座振替利用申込票

　　　年　　月　　日

年　　期分より

電話番号

フリガナ 電話番号

申込年月日

開始時期

単独
所有分



様式第３号

（申込先）茨木市長

１　納税義務者

２　口座名義人 □ 上記の納税義務者と同じ

※ 上記の納税義務者と異なる場合は、下欄をご記入ください。

３　振替希望税目

□

□

※市・府民税（特別徴収分ならびに年金特徴分）、法人市民税、市たばこ税は、

口座振替できません。

フリガナ 電話番号

ペイジー口座振替利用申込票（控）

申込年月日

　　　年　　月　　日

住所

フリガナ 電話番号

氏名

住所

氏名

税目 主体番号 開始時期

年　　期分より

市・府民税（普通徴収分） 年　　期分より

□
固定資産税
都市計画税

単独
所有分

軽自動車税種別割 年　　期分より

市受付印

年　　期分より
共同
所有分



様式第４号

年　　月　　日

様

茨木市総務部収納課

市税口座振替開始（変更）のお知らせ

　市税の口座振替にご協力いただきありがとうございます。

下記金融機関で契約された口座振替については、

開始年月日に指定された日付から振替を開始いたしますので、記載内容の確認をよろしくお願いします。

※ご指定の口座からの振替確認につきましては、通帳の記帳にてお願いします。

※口座振替契約の解約または変更をされる場合は、解約届および新たな依頼書をそれぞれの金融機関

へ提出してください。

お問合せ先

茨木市総務部収納課管理係

℡０７２－６２２－８１２１（代表）

℡０７２－６２０－１６１６（直通）

口 座 名 義 人

金 融 機 関 名
支　  店  　名

（　 　－　 　）

預 金 種 別 口 座 番 号

税 目 受 付 年 月 日 開 始 年 月 日 振 替 方 法



様式第５号

様

茨木市総務部収納課

件 件 件 件

円 円 円 円

委託事業者保管

内
訳

振
替
請
求

茨木市市税口座振替請求データ送付連絡票

　　　　年　　月　　日

下記のとおり市税口座振替請求データを送付します。

振 替 日 　　　　年　　月　　日

税目
軽自動車税
種別割

固定資産税
・都市計画税

市民税・府民税
（普通徴収分）

合　　計



様式第６号 年　　月　　日

様

茨木市総務部収納課

下記の納税義務者について、口座振替の停止を依頼します。

名　称 種　別 預　金　者　名 税　目

預金種別コード　　1.普　通　　2.当　座　　3.納税準備　　　　　理由コード　　1.市の都合　　2.本人の都合

支　店 指　　定　　預　　金　　口　　座
税　額　（円）

取扱を停止する者
理由

コード 口　座　番　号 納税通知書番号

茨木市市税口座振替請求停止通知書

金融機関コード

振　替　日 　　年　　月　　日



様式第７号

印

件 件 件 件

円 円 円 円

件 件 件 件

円 円 円 円

件 件 件 件

円 円 円 円

円

（市→取りまとめ店→指定金融機関→市会計室） 会 計 室 保 管

税目

振
替
依
頼
(Ａ)

振
替
不
能
(Ｂ)

振
替
済

Ａ－Ｂ

振　替
手数料

（内　税）

データの受渡方法  １．データ伝送　 ２．その他（　　　　　　　　　　　　　）

軽自動車税
種別割

固定資産税
・都市計画税

市民税・府民税
（普通徴収分）

合　　計

（金融機関）

店 名

支 店 長 名

下記のとおり市税口座振替納付の振替日における納付状況を報告します。

振 替 日 　　　　年　　月　　日

所 在 地

茨 木 市 市 税 口 座 振 替 済 報 告 書

　　　　年　　月　　日

(報告先) 茨木市会計管理者
とりまとめ店

店

印



様式第８号

印

件 件 件 件

円 円 円 円

件 件 件 件

円 円 円 円

件 件 件 件

円 円 円 円

円

（市→取りまとめ店→市収納課） 収 納 課 保 管

税目

振
替
依
頼
(Ａ)

振
替
不
能
(Ｂ)

振
替
済

Ａ－Ｂ

振　替
手数料

（内　税）

データの受渡方法  １．データ伝送　 ２．その他（　　　　　　　　　　　　　）

軽自動車税
種別割

固定資産税
・都市計画税

市民税・府民税
（普通徴収分）

合　　計

茨 木 市 市 税 口 座 振 替 済 報 告 書

兼 手数料 請求書
　　　　年　　月　　日

所 在 地

（金融機関）

(提出先) 茨木市長
とりまとめ店

振 替 日 　　　　年　　月　　日

店 名

支 店 長 名

下記のとおり市税口座振替納付の振替日における納付状況を報告、請求します。

店

印



様式第９号

この通知書は、左記の内容の市税を口座振替により
領収したことを証するものとなりますので、５年間
大切に保存しておいてください。

税目
【注意事項】

● 預金不足等により振替できなかった場合は、その期
振替済額 円 に限り一般の納付方法により納付していただくことに

なります。

振替日 年　　　月　　　日 ● 口座振替の解約または変更（振替方法・振替税目・
口座）をされる場合は、金融機関へ解約・依頼書を
提出してください。

年 通知書番号
● 金融機関の変更をされる場合は、解約届および新た

上記のとおり口座振替により領収しました。 な依頼書をそれぞれの金融機関へ提出してください。

年　　　月　　　日

茨木市長 印

茨木市市税口座振替済通知書



様式第10号

　　年度

印

印

◎　日頃より納税に、ご理解ご協力いただきありがとう

　ございます。

　　この通知書は、領収書にかわるものですから、５年間 （注）

　大切に保管してください。 １　継続検査において自動車検査証の送付を受けようとする際

　　また、右納税証明書（継続検査用）は車検の際に必要 　に、この証明書が必要となりますので大切に保存してくださ

　なので検査証と一緒に大切に保管してください。 　い。

　　なお、有効期限が記入されていない場合、車検に使用 ２　証明書の有効期限欄には、この証明書の交付後、最初に

　できません。 　到来する納期限の前日が記載されます。

３　有効期限の記入されていない場合、車検に使用できません。

茨木市長
　　　年　月　日

茨木市長

納 付 年 月 日

上記の税額について、指定口座より振替のうえ領収しました。
証明書の有効期限

　　　年　月　日
上記のとおり相違ないことを証明します。

氏　名
税　目 標識番号

税　額 振替日
標　識　番　号

茨木市市税口座振替済通知書 軽自動車税納税証明書（継続検査用）

氏名（名称） 納
税
義
務
者

住　所

主体番号 通知書番号


